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原発事故から 12～13年、浪江町住民に続く心理的影響 
― 帰還した住民の失望感は、避難を続ける住民より高かった ― 

 
 

福島大学人間発達文化学類／福島大学災害心理研究所の筒井雄二教授は、原

子力発電所事故で全町避難となった福島県浪江町の住民 268 名を含む 1,337 名

を対象に、2023年と 2024年の 2回、追跡調査を実施しました。その結果、帰還

した住民の失望感が避難継続者より高く、帰還が精神的健康の回復につながっ

ていないことが明らかになり、浪江町住民は全体としても、事故から 12～13年

を経てなお比較群より精神的健康が不良ということがわかりました。（注） 

本論文は、令和 8年 8月 19日付で、国際学術誌『International Journal of 

Disaster Risk Reduction』に掲載されました。 

 
(注）帰還という選択が誤りだったということではありません。むしろ、帰還した方々を受けとめるだけの

生活基盤とコミュニティが、まだ十分に回復していないということだと考えています。 

 

◎本研究のポイント 

・故郷に帰還した住民の失望感が、避難を継続している住民よりも高いことが

示されました。帰還は、精神的健康の回復には結びついていませんでした。 

・移住を選択した住民は、心理的 well-being（ウェルビーイング）や生活満足

感において、帰還した住民よりも良好な状態を示しました。 

・浪江町住民は全体として、事故から 12〜13年を経てもなお、比較群より精神

症状と放射線健康不安が高く、心理的 well-beingと主観的幸福感が低い状態に

ありました。 

・事故から 12年 10か月後（2023年 11月）と 13年 10か月後（2024年 11月）

の 2時点で同一の住民を追跡しました。事故から 10年以上を経た時点で新たに

データを収集した研究は、国内外を通じて限られています。 

・年齢と性別の違いを統計的に調整しても、これらの差は縮小せず、むしろ明

確になりました。 
 

 

◎研究の背景 

 2011年 3月の東京電力福島第一原子力発電所事故により、浪江町は全町避難

となりました。避難指示は 2017年 3月に町の一部で解除され、2023年 3月には

帰還困難区域の一部でも解除されました。しかし住民登録者約 18,000人のうち、

2024年時点で帰還したのは約 1,500人にとどまっています。 
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 帰還は、復興政策の中心的な目標とされてきました。しかし、帰還が実際に

住民の心理的回復につながるのかどうかを実証的に確かめた研究は、ほとんど

ありませんでした。避難指示の解除後、住民は「帰還する」「避難を続ける」「別

の場所へ移住する」という異なる選択をしていますが、これらの選択と精神的

健康との関連は十分に検討されてこなかったのです。 

 また、原子力発電所事故の心理的影響を扱った研究は、事故直後の状況を調

べたものがもっとも多く、事故の長期的影響について調べた研究は限られてい

ます。 

 

 

◎今回の成果 

 2023年 11月と 2024年 11月の 2回にわたり質問紙調査を実施し、両方に回答

した 1,337名を分析しました。内訳は、浪江町住民 268名、福島県内の低線量

地域の住民 502名、他県（山形・秋田・青森）の住民 567名です。浪江町住民

268名のうち、帰還した方が 32名、避難を継続している方が 125名、移住した

方が 111名でした。 

 測定した指標は、精神症状（心的外傷後ストレス反応・抑うつ反応・ストレ

ス反応）、放射線健康不安、心理的 well-being（WHO-5）、および主観的幸福感の

5側面（満足感・達成感・自信・至福感・失望感）です。 

 主な結果は次のとおりです。 

（1）浪江町住民のなかで居住状況ごとに比較したところ、帰還した住民の失望

感が、避難を継続している住民よりも高いという結果が得られました。 

（2）心理的 well-being、生活満足感、至福感については、移住した住民が帰還

した住民よりも高い得点を示しました。 

（3）精神症状と放射線健康不安については、居住状況による差は認められませ

んでした。 

（4）浪江町住民は全体として、2つの比較群よりも精神症状と放射線健康不安

が高く、心理的 well-beingと主観的幸福感の 4つの側面すべてが低い状態にあ

りました。この傾向は 2023年と 2024年のいずれの調査でも同様で、この 1年

間に一貫した改善は検出されませんでした。 

 群によって年齢や性別の構成が異なるため、これらを統計的に調整した分析

も行いました。その結果、浪江町住民と比較群との差は縮小するどころか、む

しろ大きくなりました。年齢や性別の違いでは説明できない差であることが確

認されました。 
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◎成果の意義 

 本研究の結果は、「帰還すれば心理的にも回復する」という復興政策の暗黙の

前提が、必ずしも成り立たないことを示しています。帰還率やインフラ整備の

進捗といった客観的指標だけでは、被災住民の心理的回復を評価することはで

きません。 

 ここで重要なのは、帰還そのものが問題なのではないという点です。帰還は

物理的に住居を再開することを意味しますが、医療・商業・教育・雇用といっ

た生活基盤や、かつての人間関係・地域コミュニティが十分に回復していなけ

れば、住民は帰還後に新たな困難と失望に直面します。故郷に戻ったとしても、

かつての暮らしの文脈が失われていれば、自分の「居場所」を取り戻したとは

感じられない。この乖離が、帰還した住民の失望感の背景にあると考えられま

す。 

 帰還・避難継続・移住という異なる選択が、それぞれ異なる心理的状態と結

びついている以上、症状の有無だけでなく、生活満足感や幸福感を含む多面的

な視点からの評価と支援が必要になります。 

 また本研究は、原子力発電所事故という「技術的災害」の心理的影響が、十

数年という長い時間にわたって続きうることを、実証的に示すものでもありま

す。 

 

◎本研究の限界 

 報道にあたっては、以下の点にご留意いただければ幸いです。 

・帰還した住民の人数は 32名と少なく、統計的な検出力に限りがあります。帰

還者に関する結果は探索的なものであり、今後、帰還者数の増加に伴う再検証

が必要です。 

・本研究は特定の時点における関連を明らかにしたものであり、居住選択が精

神的健康の変化を引き起こしたという因果関係を示すものではありません。 

・比較群は民間調査会社のモニターを対象としており、浪江町住民とは調査方

法が異なります。この違いが結果に影響した可能性は否定できません。 

・自己報告による質問紙調査であるため、回答の偏りの影響を完全には排除で

きません。 

 

◎研究者のコメント 

 「事故から 12年、13年が経ちました。避難指示が解除され、帰還が可能にな

った地域も広がっています。しかし今回の調査からは、浪江町の住民の心理的

な負担が、いまなお続いていることが浮かび上がりました。 

 とくに重く受け止めているのは、故郷に帰還された方々の失望感が高かった
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という結果です。これは帰還という選択が誤りだったということではありませ

ん。むしろ、帰還した方々を受けとめるだけの生活基盤とコミュニティが、ま

だ十分に回復していないということだと考えています。 

 帰還を選ばれた方、避難を続けておられる方、移住を決断された方。どの選

択にもそれぞれの事情と困難があります。復興を語るときに、帰還率のような

数字だけでなく、一人ひとりがどのような心理的状態にあるのかに目を向ける

ことが必要だと考えます。 

 

◎用語解説 

【WHO-5（心理的 well-being）】世界保健機関が開発した 5項目の尺度。過去 2

週間の気分、活力、生活への関心などから、現在の心理的な良好さを測定しま

す。 

【主観的幸福感】人生全体に対する満足感や幸福感を捉える指標。本研究では

「満足感」「達成感」「自信」「至福感」「失望感」の 5つの側面を測定しました。 

【放射線健康不安】放射線が現在および将来の健康に及ぼす影響についての不

安の強さを測る指標。放射線に対するリスク認知の強さを反映すると考えられ

ています。 

【縦断調査】同じ対象者を複数の時点で繰り返し調査する方法。時間の経過に

伴う変化を捉えることができます。 

【技術的災害】人間の技術に起因する災害。自然災害と異なり明確な終わりが

なく、心理的影響が長期化しやすいとされます。 

 

◎掲載論文情報 

 雑誌名：International Journal of Disaster Risk Reduction（エルゼビア

社） 

 論文題目：Long-term psychological impact of the Fukushima nuclear 

accident: A comparison of returnees, continued evacuees, and relocators 

12–13 years post-disaster 

 和訳：福島原子力発電所事故の長期的な心理的影響——事故後 12～13年におけ

る帰還者・避難継続者・移住者の比較 

 著者：筒井雄二（福島大学人間発達文化学類／福島大学災害心理研究所） 

 DOI：10.1016/j.ijdrr.2026.106390 

 掲載 URL：https://doi.org/10.1016/j.ijdrr.2026.106390 

 研究助成：日本学術振興会 科学研究費助成事業（JP23K02883） 
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◎報道機関関係者の方々へのお願い 

 本研究の対象には、現在も避難を続けておられる方、故郷に帰還された方、

県内外へ移住された方が含まれます。いずれの選択も、それぞれのご事情のな

かでなされたものです。 

 「帰還すると心理的に悪化する」といった単純化した表現は、実際に帰還を

選ばれた方々を傷つけるおそれがあります。本研究が示しているのは、帰還後

の生活基盤とコミュニティの回復が伴わなければ心理的回復につながりにくい、

という点です。この趣旨をお汲み取りいただけますと幸いです。 

 また、帰還者に関する結果は 32名という少人数に基づくものです。報道の際

は、この点にもご配慮いただけますようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（お問い合わせ先） 

人間発達文化学類 教授 筒井雄二 

電話：024-548-8163 

Mail：tsutsui@sss.fukushima-u.ac.jp 


